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 修 正 案 現  行 備 考 

 

 

 

P13 

 

 

 

 

 

 

 

 

P44 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P49 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１部 総則 

第３章 柳井市の現況 

第３節 社会環境 

２ 産業 

令和 2年国勢調査による総就業者数は、13,642人で、産業別就業人口は、第１次産業 778人

(5.7％)、第２次産業が 3,139人(23.0％)、第３次産業は 9,554 人(70.0％)であり、就業人口全体が

減少している。令和 3年経済センサスによると、事業所数は、総数 1,832で、うち卸売・小売業

465、宿泊・飲食サービス 237、生活関連サービス・娯楽業 173の順に多く、農林漁業は 26と少な

い。 

 

第 10 節 要配慮者対策の推進 

２ 対 策 

（５）避難所対策（総務部危機管理課）（健康福祉部高齢者支援課、社会福祉課、こどもサポート

課） 

市は、要配慮者にとって厳しい環境となる避難所生活に配慮し、あらかじめ次のような生活の場

の確保、支援体制の整備に努める。 

また、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し、被災時の男女のニーズの違い等多様な主

体の視点に十分配慮するよう努める。 

ア（略） 

イ（略） 

ウ（略） 

エ 災害派遣福祉チーム（DWAT）の運用にかかる体制の整備 

    災害時要配慮者に対する福祉支援を行う災害派遣福祉チーム（DWAT）の運用にかかる体制

の整備に努める。 

 

第 13 節 組織体制の整備 

２ 対 策 

（３）広域応援体制の整備 

ア 既締結協定等の実効性の向上（関係各課） 

・ 災害時における食料・生活必需品の確保に関する協定（マックスバリュ西日本株式会社、株式会

社ミコー食品、株式会社フジ、株式会社丸久、生活協同組合コープやまぐち、株式会社イズミ、株

式会社ミスターマックス・ホールディングス、株式会社ナフコ、山口県東部ヤクルト販売株式会

社、株式会社コスモス薬品） 

・ 災害時におけるドローンによる応急・復旧対策業務に関する協定(一般社団法人山口県産業

ドローン協会) 

・ 災害時における物資等の輸送に関する協定書（福山通運株式会社） 

・ 電気自動車を活用した脱炭素化及び強靱化に関する連携協定（日産自動車株式会社、山口日

産自動車株式会社） 

・ 災害時における移動式宿泊施設等の提供に関する協定書（株式会社デベロップ） 

第１部 総則 

第３章 柳井市の現況 

第３節 社会環境 

２ 産業 

令和 2年国勢調査による総就業者数は、13,642人で、産業別就業人口は、第１次産業 778人

(5.7％)、第２次産業が 3,139人(23.0％)、第３次産業は 9,554人(70.0％)であり、就業人口全体が

減少している。平成 26年経済センサスによると、事業所数は、総数 1,965で、うち卸売・小売業

545、宿泊・飲食サービス 262、生活関連サービス・娯楽業 178の順に多く、農林漁業は 15と少な

い。 

 

第 10節 要配慮者対策の推進 

２ 対 策 

（５）避難所対策（総務部危機管理課）（健康福祉部高齢者支援課、社会福祉課、こどもサポート

課） 

市は、要配慮者にとって厳しい環境となる避難所生活に配慮し、あらかじめ次のような生活の場

の確保、支援体制の整備に努める。 

また、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し、被災時の男女のニーズの違い等多様な主

体の視点に十分配慮するよう努める。 

ア（略） 

イ（略） 

ウ（略） 

 

 

 

 

第 13 節 組織体制の整備 

２ 対 策 

（３）広域応援体制の整備 

ア 既締結協定等の実効性の向上（関係各課） 

・ 災害時における食料・生活必需品の確保に関する協定（マックスバリュ西日本株式会社、株式会

社ミコー食品、株式会社中央フード、株式会社フジ、株式会社丸久、生活協同組合コープやまぐ

ち、株式会社イズミ、株式会社ミスターマックス・ホールディングス、株式会社ナフコ、山口県東

部ヤクルト販売株式会社、株式会社コスモス薬品） 

・ 災害時におけるドローンによる応急・復旧対策業務に関する協定(山口県産業ドローン協会) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DWAT の組成に

よる修正 

 

 

 

 

 

時点修正 
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P51 

 

 

 

 

P52 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P53 

 

 

（５）業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等（総務部危機管理課ほか関係各課） 

市は、大規模災害が発生し、市庁舎等が被災した場合でも、発災直後からの災害対応業務や優先度

の高い通常業務を適切に実施できるよう、業務継続計画（ＢＣＰ）や受援計画、応援計画を策定す

る。 

 

第 14 章 ボランティア活動の環境整備 

１ 目 標 

大規模災害時には、市及び防災関係機関等の救助活動に併せ、ボランティア精神に基づく住民の

救援活動への協力を必要とする。 

このため、ボランティアの育成、登録、支援体制の整備など、災害時におけるボランティア活動が

円滑かつ効率的に行えるよう、災害に備えて、平常時における環境整備等について必要な事項を定

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 対 策 

（１）ボランティアの位置付け 

イ ボランティアの活動対象 

（削除） 

 

災害時におけるボランティアを専門的知識・技術や特定の資格を有する者（以下「専門ボランテ

ィア」という。）及びそれ以外の者（以下「一般ボランティア」という。）に区分し、その活動内

容は、おおむね次のようなものとする。 

 

（２）ボランティアの育成（健康福祉部社会福祉課） 

ウ ボランティアセンター運営スタッフの養成 

ボランティアが、被災地で円滑な活動を行うためには、その活動調整等を行うボランティアセン

ター運営スタッフの役割が重要であることから、市は、柳井市社会福祉協議会及び関係団体と連携

してその養成を図る。 

 

（３）ボランティアの登録 

市及び関係団体は、災害時におけるボランティアの登録をあらかじめ行い、災害時の対応に備え

る。 

（５）業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等（総務部危機管理課ほか関係各課） 

市は、大規模災害が発生し、市庁舎等が被災した場合でも、発災直後からの災害対応業務や優先度

の高い通常業務を適切に実施できるよう、業務継続計画（ＢＣＰ）や受援計画に基づき、業務継続

の確保を図る。あわせて、より具体性の高い各部門ごとの業務継続計画の策定に努める。 

 

第 14章 ボランティア活動の環境整備 

１ 目 標 

大規模災害時には、市及び防災関係機関等の救助活動に併せ、ボランティア精神に基づく住民の

救援活動への協力を必要とする。 

このため、ボランティアの育成、登録、支援体制の整備など、災害時におけるボランティア活動

が円滑かつ効率的に行えるよう、災害に備えて、平常時における環境整備等について必要な事項を

定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 対 策 

（１）ボランティアの位置付け 

イ ボランティアの活動時期 

この計画に基づくボランティアの活動は、原則として市内において災害救助法の適用を受ける程

度の大規模又は広域的な規模の災害が発生した場合とする。 

 

 

 

 

（２）ボランティアの育成（健康福祉部社会福祉課） 

ウ ボランティアコーディネーターの養成 

ボランティアが、被災地で円滑な活動を行うためには、その活動調整等を行うボランティアコー

ディネーターの役割が重要であることから、市は、柳井市社会福祉協議会及び関係団体と連携して

その養成を図る。 

 

 

 

 

 

 

内容の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

内容の適正化 
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P54 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）（略） 

 

第 15 節 緊急輸送活動 

１ 目 標 

災害応急対策活動を円滑に実施する上で、緊急輸送路及び輸送手段の確保は極めて重要であり、

緊急輸送ネットワークの整備、道路啓開、緊急輸送車両の確保が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 対 策 

（１）緊急輸送ネットワークの整備（総務部危機管理課、建設部土木課） 

ア 緊急輸送ネットワークの形成 

災害発生時の緊急輸送活動に必要な輸送施設及び輸送拠点を活用し、緊急輸送ネットワークの形

成を図る。 

また、緊急輸送ネットワークにおける輸送施設として、臨時ヘリポートを指定する。 輸送施設及

び輸送拠点の活用に当たっては、あらかじめ、施設の管理者と災害時の利用形態等について協議し

ておく。 

（ア） 輸送施設等の活用 

 a 道路 

 (a) 緊急輸送道路として主要となる幹線的な道路 

(b) 幹線的な道路が被災し、通行不能となった場合を想定した代替路線 

b 港湾 

(a) 海上緊急輸送基地となる主要な港湾 

(b) 海上緊急輸送基地を補完する港湾 

c 飛行場等 

(a) 臨時ヘリポート 

 

（イ） 輸送拠点等の活用 

他市町等からの緊急物資の受入、一時保管、避難所等への配送を行うための輸送拠点施設として

「柳井市総合福祉センター」を活用する。 

なお、「柳井市総合福祉センター」が被災し、使用不能の場合及び交通の状況により他の場所が

適当であると思われる場合は、隣接市町との交通状況を勘案し、「サンビームやない」を活用す

る。 

（３）（略） 

 

第 15節 活動の前提となる条件の整備 

１ 目 標 

災害時の応急対策活動を円滑に実施するためには、活動の前提となる各種の条件（道路の確保、車

両の確保、活動スペースの確保、施設の確保）が整備される必要がある。そこで、事前に整備できる

ものについては、確実に整備しておき災害に備えるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 対 策 

（１）道路施設被害応急復旧体制の整備 

 

ア 重要道路（橋梁）の明確化（建設部土木課） 

災害発生初期には、救急・救助要員や被災者の搬送、救援物資の輸送等において陸上輸送が主力

となる。また、ヘリコプターによる空輸も考えられるが、離着陸場からは陸上輸送が必要である。 

従って、緊急に輸送道路を確保することは、災害応急対策を実施するうえで極めて重要である。 

建設部土木課は総務部危機管理課と協議し、今後、以下の基準に基づき、市内道路における重要

道路の明確化を行うとともに、一覧表に表し、災害発生時における緊急警戒・道路復旧の円滑な体

制確保に努める。 

① 緊急医療上重要な道路（基幹病院への道路、後方医療機関への搬送道路、ヘリポートに通じる

道路） 

② 緊急救援物資の輸送上重要な道路（市内の主要国道及び県道、物資集積所から避難場所への道

路） 

③ 広域応援受入れ上必要な道路 

この中で、国道及び県道を重要道路として位置づけする場合は、国土交通省山口河川国道事務所

及び柳井土木建築事務所と協議し、災害時の緊急警戒・道路復旧についての協力を要請する。 

また、交通規制の参考に資するため、明確化した重要道路については、県公安委員会及び柳井警

察署にも送付しておく。 

 

イ 重要道路（橋梁）の耐震性の向上（建設部土木課） 

建設部土木課は、前アで明確化した重要道路（橋梁）のうち、市所管分について耐震性に関する

調査を実施し、危険箇所については、補強、架け替え等を行い、災害に強い道路施設を確保する。 

 

ウ 緊急警戒・復旧体制の整備（建設部土木課） 

 

 

内容の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動の前提となる条件の整備 道路施設被害応急復旧体制の整備 

緊急通行車両の確保体制の整備 

防災活動用空地の確保 

市所管施設の構造耐力の強化 

臨時ヘリポートの確保 

緊急輸送活動 緊急輸送ネットワークの整備 

道路交通管理体制の整備 

道路啓開 

緊急通行車両等の確保 
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P78 

 

 

 

また、他市町等からの応援部隊が被災地において部隊の指揮、宿営等を行う拠点施設について、

検討しておくものとする。 

（ウ） 市における輸送施設、拠点の周知 

前記により、指定した施設については、広報誌等を活用するなどして関係機関・住民等へ周知を

図る。 

資料編 ・臨時ヘリポート予定地 

 

イ 輸送施設等の安全性・耐震性の確保 

緊急輸送ネットワークとして指定した輸送施設及び輸送拠点については、緊急時における輸送の

重要性から、災害に対する安全性、特に耐震性の確保に配慮する。 

 

（２）道路交通管理体制の整備（建設部土木課、柳井警察署） 

道路管理者は、県警察と協力して、信号機、情報板等の道路交通関連施設について、災害に対す

る安全性の確保を図る。 

 

（３）道路啓開（建設部土木課） 

道路管理者は、発災後の道路の障害物の除去、応急復旧等に必要な人員、資機材の確保を図るた

め、建設業協会等との間であらかじめ協定を締結するなどして体制を整備しておく。 

なお、自衛隊の災害派遣への対応も円滑に行えるよう受入体制の整備に努める。 

 

（４）緊急通行車両等の確保（総務部財政課） 

ア 輸送手段の確保 

平常時から庁用車両の定期点検等を実施し、現況を把握するとともに、災害時に緊急通行車両等の

不足に備え、関係団体との協定締結等の検討を図り、車両等の調達体制の整備に努めるものとす

る。 

 

 

第２章 災害応急対策計画 

第２ 初動期における災害応急対策活動 

第１節 地震に関する情報の収集・伝達 

１ 気象庁が発表する緊急地震速報等の収集・伝達 

（１）基本方針 

（略） 

ア 緊急地震速報 

    地震の発生直後に、震源に近い地震計でとらえた観測データを解析して、震源や地震の規模

を推定し、各地の揺れの到達時刻や震度を知らせる地震動の予報・警報をいう。 

    最大震度５弱以上または長周期地震動階級３以上が予想された場合に、震度４以上または

長周期地震動階級３以上が予想される地域に対し発表される。この緊急地震速報を利用する

ことで、列車やエレベーターを制御して危険を回避したり、家庭や職場などにおいて事前に

避難行動をとることによって被害を軽減することが可能となる。 

建設部土木課は、緊急警戒・復旧が迅速になされるよう、土木建設資機材等を有する関係業者等

との間で、協力協定を締結するとともに災害時の緊急警戒・復旧区間の役割分担等について定め

る。なお、土木建設資機材については、生き埋め者等の救出活動にも協力を求める場合があるの

で、この点も含めた協定を締結する｡ 

 

（２）緊急通行車両確保体制の整備（総務部財政課） 

災害が発生した場合に、被災者、必要な人員、物資等を緊急に輸送するための車両の手配をはじ

め、一連の輸送体制を整備するため、災害時に緊急車両として使用する車両を平常時から定めてお

き、災害時に迅速に緊急通行車両の確認申請を行えるよう警察署と申請方法等について協議する。 

（３）防災活動用空地の確保（総務部危機管理課） 

大規模な災害が発生し、大量の物資や応援機関が被災地である本市に集結する場合、物資の集積

場所、活動拠点としてのスペースが必要となる。 

そこで、総務部危機管理課は、防災活動用空地として位置づけられるスペースを把握し地図化し

ておき、災害に備える。 

 

（４）市所管施設の構造耐力の強化（関係各課） 

市の所管する施設が災害時に被害を受けると、住民生活への影響が極めて大きく避難、救護、救

援、復旧対策の円滑な進捗をも左右することになる。異常な現象により生ずる水圧、波力、振動、

衝撃、その他の予想される事由により、当該施設に作用する力によって損壊、転倒、滑動又は沈下

その他構造耐力に支障のある事態を生じない構造であるかどうかを点検し、必要により補強、改築

等の対策を講じる。 

 

（５）臨時ヘリポートの確保（総務部危機管理課） 

重傷患者の搬送、物資の輸送等を迅速に行うためには、ヘリコプターによる空輸という手段も積

極的に用いる必要がある。現在、市内でヘリコプターの離発着を予定している場所は、南浜工業用

地、南浜グラウンド、柳井中学校、柳井小学校、小田浜グラウンド、柳井西中学校、平郡島東野積

場、大畠グラウンド、大畠中学校、大畠小学校、伊陸地区グラウンド、柳井ウェルネスパーク、柳

井医療センター、平郡島西野積場、清掃センター公園の１５か所であるが、総務部危機管理課は、

今後、これをさらに増やして市内のできるだけ多くの場所でヘリコプターが利用可能となるよう努

める。その際、孤立化が懸念される地区を優先的に考慮するものとする。 

 

第２章 災害応急対策計画 

第２ 初動期における災害応急対策活動 

第１節 地震に関する情報の収集・伝達 

１ 気象庁が発表する緊急地震速報等の収集・伝達 

（１）基本方針 

（略） 

ア 緊急地震速報 

    地震の発生直後に、震源に近い地震計でとらえた観測データを解析して、震源や地震の規模

を推定し、各地の揺れの到達時刻や震度を知らせる地震動の予報・警報をいう。 

    最大震度５弱以上の揺れが推定されたときに、強い揺れ（震度４以上）が予想される地域に

対し発表される。この緊急地震速報を利用することで、列車やエレベーターを制御して危険を

回避したり、家庭や職場などにおいて事前に避難行動をとることによって被害を軽減すること

が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準変更 
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P94 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （略） 

 

第４節 消防活動 

２ 消防の実施責任者、消防の組織（柳井地区広域消防本部） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （略） 

 

第４節 消防活動 

２ 消防の実施責任者、消防の組織（柳井地区広域消防本部） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 11節 重要道路の緊急確保 

土木港湾対策部土木港湾班 

柳井警察署 

◎ 災害時において道路の破損、決壊、その他の事由により交通が危険であると認めら

れる場合、又は復旧工事のため止むを得ないと認める場合、道路管理者は交通規制

を行い、重要道路においては緊急に応急措置をとるものとする。 

☆ 人命救助救出のため、最初に確保すべき道路を、迅速に判断のうえ確保し不要な車

両については、排除及び域内に入れさせないようにすること。 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 421名 (令和5年10月1日現在) 

市 
 
 

長 

実
施
責
任
者 

総務課 

予防課 

警防救急課 

(通信指令室) 

活性化推進室 

消
防
本
部
次
長 

柳井消防署長 

第
四
小
隊 

第
一
分
隊 

 

第
二
分
隊 

(

救
急
隊) 

 
 

（
東
出
張
所
） 

第
三
小
隊 

第
一
分
隊 

 

第
二
分
隊 

(

救
急
隊) 

 
 
 

（
南
出
張
所
） 

第
一
小
隊 

第
一
分
隊 

 

第
二
分
隊 

 

救
急
隊 

予
防
係 

庶
務
係 

第
二
小
隊 

第
一
分
隊 

 

第
二
分
隊 

 

救
急
隊 

機能別団員 25 名 

柳
井
地
区
広
域 

消
防
組
合
消
防
長 

消防団 
基本団員 

396名 

柳 井分団 75名 

日 積分団 55名 

伊 陸分団 38名 

新 庄分団 24名 

余 田分団 28名 

伊保庄分団 32名 

阿 月分団 32名 

平 郡分団 32名 

大  畠 分 団 72名 

本部付団員 4名

団長 

副団長 3名

1名 

計 427名 (令和4年10月1日現在) 

市 
 
 

長 

実
施
責
任
者 

総務課 

予防課 

警防救急課 

(通信指令室) 

活性化推進室 

消
防
本
部
次
長 

柳井消防署長 

第
四
小
隊 

第
一
分
隊 

 

第
二
分
隊 

(

救
急
隊) 

 
 

（
東
出
張
所
） 

第
三
小
隊 

第
一
分
隊 

 
第
二
分
隊 

(

救
急
隊) 

 
 
 

（
南
出
張
所
） 

第
一
小
隊 

第
一
分
隊 

 

第
二
分
隊 

 
救
急
隊 

予
防
係 

庶
務
係 

第
二
小
隊 
第
一
分
隊 

 

第
二
分
隊 

 

救
急
隊 

機能別団員 24 名 

柳
井
地
区
広
域 

消
防
組
合
消
防
長 

消防団 
基本団員 

403名 

柳 井分団 74名 

日 積分団 56名 

伊 陸分団 42名 

新 庄分団 24名 

余 田分団 29名 

伊保庄分団 33名 

阿 月分団 32名 

平 郡分団 36名 

大  畠 分 団 70名 

本部付団員 3名

団長 

副団長 3名

1名 
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１ 交通規制 

（１）被災地付近の道路被害状況の把握・応急措置 

土木港湾対策部土木港湾班は、救出救助活動及び応急対策活動を円滑かつ安全に実施するため、

道路の被害状況を速やかに把握する（本章「第２ 第３節 災害情報等の収集報告」を参照）。 

同時に柳井警察署長（℡ 23-0110）と連携し、損壊した及び２次災害の危険性のある道路、橋梁等

について交通制限、迂廻等の応急対策を講ずる（これにあてるための道路標識等を常備する。）。 

県道において上記対策を講じる必要が生じたときは、柳井土木建築事務所に連絡し、（℡ 22-

0396）道路被害に対する応急対策を要請する。夜間、休日において、連絡が取れない場合で、かつ

緊急な場合は、市で応急対策を行い、事後報告するものとする。 

 

（２）緊急輸送確保のための交通規制 

被災者の輸送、被災地への緊急物資の輸送等の緊急輸送を確保するため必要であると認めるとき

は、県公安委員会（柳井警察署）に災害対策基本法第７６条に基づく交通規制を要請し、相互連携

をとり、次のように処置を進めていく。 

 

ア 災害地における交通処理 

（ア）混乱している交差点、主要道路等の近くに公園、空地その他車両の収容可能な場所があると

きは、道路上の車両をできるだけそこへ収容し、車道をあけるよう周知する。 

（イ）運転者に対しては、ラジオ等の交通情報の傍受に努め、現場の警察官及びラジオ等による交

通規制の指示に従うよう協力を求める等の広報をする。 

（ウ）住民に対しては、絶対に家具等を車道又は支障になる場所に持ち出させないよう周知する。 

（エ）避難誘導道路において、被災者と緊急通行車両等とが混乱した場合においては、被災者を優

先して誘導する。 

（オ）自動車を用いて避難する者が予想されるので、自動車による避難の自粛を求める。 

 

イ 災害地周辺における交通規制 

（ア）交通しゃ断線の手前に相当の距離をとって、要所に検問所を設ける。検問所には、緊急車両

以外の車両通行禁止標識の設置、周辺の災害状況の告知、検問所の明示等を行い、交通をはじめと

する秩序の維持を図る。 

（イ）交通の妨害となっている倒壊家屋、樹木、電柱その他障害物及び危険物の状況並びに崩壊し

た道路、橋梁等の応急補修、復旧計画等を考慮し、適切な交通の確保を図る。 

（ウ）災害応急対策の従事者及び緊急物資輸送車両等については、知事又は県公安委員会が交付す

る標章及び緊急通行車両確認証明書により、通行禁止又は制限の対象外とする。交付は柳井警察署

長が行う。 

 

（３）交通規制及び道路交通情報の周知 

 道路の状況により通行止め、車両通行止め、車種別通行止め等の交通規制をした場合、道路被

害に関する情報を次の手段により周知するものとする。 
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 ア 交通規制を行った場合は、適当な分岐点、迂廻路線に指導標識板を設置するとともに、速やか

に広報車、広報誌による広報活動を通じて住民に周知徹底を図る。 

 

 イ 不適箇所、迂回路、復旧見込み等道路交通情報についても、広報車、チラシ、立て看板等によ

る伝達等及び報道機関を通じて住民に周知徹底を図る。 

 

（４）道路占用工作物の保全措置 

道路占用工作物（電力、通信、水道、その他）等に被害があった旨の情報を受けた場合は、それ

ぞれの関係機関又は所有者にその安全措置を命じ道路の保全を図るものとする。 

２ 重要道路施設の啓開・応急復旧 

（１）道路施設被害の応急復旧方針の決定 

地区の被害状況等に基づき、効率的な防災活動を実施するために下記の点に考慮し、必要な復旧

道路（橋梁）を重点的に確保するものとする。 

ア 消火活動、救出活動上重要な道路 

イ 緊急医療計画上重要な道路（基幹病院への道路、広域医療搬送に必要な道路、後方搬送ヘリポ

ートに通じる道路） 

ウ 緊急救援物資の輸送上重要な道路 

エ 広域応援受入れ上必要な道路 

 

市内の一般国道 188号については、国土交通省山口河川国道事務所が所管し、その他の国・県道

については、柳井土木建築事務所が所管しており、道路啓開・応急復旧を必要とする場合は連絡を

し、協力を要請する。 

市内国・県道一覧表 

道路種別 路線名 

国道 一般国道 188号、一般国道 437号 

主要地方道 光日積線、柳井玖珂線、柳井周東線、光柳井線、柳井上関線 

一般県道 
木部柳井線、柳井由宇線、伊陸大畠港線、伊保庄平生線 

東浦西浦線 

 

（２）重要道路施設の啓開・応急復旧 

応急復旧方針の決定された道路について、下記のとおり早急に道路啓開及び応急復旧を行う。 

ア 土木港湾対策部土木港湾班は、柳井市建設業協同組合等に協力を要請する。 

イ 市内県道については、柳井土木建築事務所に連絡を行い、協力を要請する。 

夜間、休日で連絡がとれず、かつ緊急に道路啓開をする必要があるときは、市が手配した土木建

設業者を用いて作業を行い、事後に報告するものとする。 

ウ 被害甚大で、市内業者による対応が難しい場合は、県本部もしくは柳井土木事務所に県内建設

業協会の応援要請を依頼する。 
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P131 

 

 

 

 

 

P132 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 11 節 医療救護・助産 

 

第 12 節 行方不明者・遺体の捜索、収容、処理、埋葬 

３ 遺体の埋葬・火葬 

（４）期間 

災害発生の日から 10日以内とする。ただし、内閣総理大臣の承認を得て延長することかできる。 

〈火葬場所〉 

 処理区分 施 設 名 所 在 地 電話番号 

火 葬 柳井市斎苑 柳井市新庄 689番地 1 0820-24-0210 

 

 

第 13 節 緊急輸送体制の確立 

 

土木港湾対策部土木港湾班 

総務部財政班 

柳井警察署 

エ 道路啓開及び応急復旧作業には、土木港湾対策部土木港湾班、場合により柳井警察署、柳井土

木建築事務所が立会い、円滑かつ早急な活動が出来るように配慮するものとする。 

オ これにより生じた災害廃棄物等は、あらかじめ決められた場所（小田浜グラウンド）若しくは

可能な仮置場を決定し、処理するものとする。 

 

（３）災害対策基本法に基づく車両の移動命令 

各道路管理者は、道路における車両の通行が停止し、又は著しく停滞し、車両その他の物件が緊

急通行車両の通行の妨害となることにより災害応急対策の実施に著しい支障が生じるおそれがあ

り、かつ、緊急通行車両の通行を確保するため、緊急の必要があると認めるときは、その区間を指

定して、当該区間内にある者に対して、当該区間を周知し、以下の措置をとることができる。 

ア 当該車両その他の物件の所有者等に対し、当該車両等の道路外への移動その他必要な措置をと

ることの命令。 

イ 所有者等がアの命令によって当該措置をとらないとき等には、道路管理者自らによる当該措置

の実施。この場合、やむを得ない限度において、当該措置に係る車両その他の物件を破損すること

ができる。 

ウ 上記の措置をとるため必要な限度において、他人の土地の一部利用又は竹木その他障害物の処

分。 

エ イ又はウの措置をとったときは、通常生ずべき損失の補償。 

 

（４）国土交通省大臣、県知事からの指示 

国土交通省（中国地方整備局）及び県は、道路管理者である市に対し、広域的な見地から、必要

に応じて上記（３）の措置をとることについて指示をすることができる。 

 

第 12節 医療救護・助産 

 

第 13節 行方不明者・遺体の捜索、収容、処理、埋葬 

３ 遺体の埋葬・火葬 

（４）期間 

災害発生の日から 10日以内とする。ただし、内閣総理大臣の承認を得て延長することかできる。 

〈火葬場所〉 

 処理区分 施 設 名 所 在 地 電話番号 

火 葬 柳井市斎苑 柳井市新庄 689番地 1 0820-24-0210 

  柳井市大畠斎場 柳井市遠崎 1106番地 1 0820-45-3145 

 

第 14節 緊急輸送体制の確立 

総務部財政班 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

内容の適正化 
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◎災害発生時において、救出・救助活動、消火活動、救援物資・要員輸送等各種の災害応

急対策活動の実施に当たって、緊急輸送の果たす役割は極めて重要である。緊急輸送の確

保は、情報の収集・伝達と並んであらゆる災害応急対策活動の基盤であり、緊急輸送ネッ

トワークの整備、道路啓開、輸送車両等の確保について定める。 

１ 緊急輸送ネットワークの整備 

（１）緊急輸送道路等緊急輸送施設の指定 

 

大規模災害時に物資の受入、被災地への輸送、被災者の避難先・拠点医療機関等への移送等緊急

な輸送対応が確保されるよう、交通手段を活用した緊急輸送ネットワークを形成するため、緊急輸

送道路等輸送施設を指定し、緊急輸送ネットワークを整備する。 

 

ア 緊急輸送施設等の活用 

（ア）道路 

県指定緊急輸送道路に接続し、輸送拠点及び市役所、避難所、医療機関等の防災拠点を結ぶ道路

を緊急輸送道路として活用する。 

（イ）漁港 

海路による救援物資等の受入れ港として、また、それを補完する港として柳井港を活用する。 

（ウ）臨時ヘリポート予定地の指定 

空路による救援物資等の受入れ並びに負傷者の緊急輸送のための臨時ヘリポートをあらかじめ指

定している。 

資料編 ・臨時ヘリポート予定地 

資料編 ・緊急輸送道路路線一覧 

 

（２）緊急輸送施設等の整備 

緊急輸送施設として指定された施設の管理者は、施設の災害に対する安全性の確保等防災対策に

努めるものとする。 

 

（３）輸送拠点の整備 

ア 輸送拠点の活用 

市は、自らの調達物資及び県等からの緊急物資等の受入れ、一時保管並びに各避難所に積替・配

分等の拠点として、次の施設を定める。 

救 援 物 資 集 積 場 所 

施 設 名 所 在 地 電 話 番 号 

柳井市総合福祉センター 柳井市南町 3-9-2 0820-22-3800 

サンビームやない 柳井市柳井 3670番地 1 0820-22-0111 

イ 輸送拠点の整備 

輸送拠点の整備に当たっては、地域の社会特性（人口、交通施設の整備状況、交通利便性等）や

被害特性を考慮し、必要に応じ備蓄倉庫等の整備を進める。 

◎ 災害が発生した場合に、被災者、必要な人員、物資を緊急に輸送するための車両の

手配から始まる一連の輸送体制の確立を迅速に実施する。 

☆ 緊急通行車両の事前届出はあらかじめ済ませておき、災害発生時には、速やかに許

可を得て、配車を行うこと。 

１ 緊急輸送の範囲 

市、県及び防災機関が実施する緊急輸送の範囲は、次のとおりとする。 

（１）消防、救急、救助のための要員、資機材及び車両 

（２）医療（助産）救護を提供する者 

（３）医療品、医療資機材 

（４）食料、飲料水等 

（５）応急復旧資機材 

（６）災害対策要員 

（７）その他必要な物資等 

２ 輸送拠点の確保 

総務部財政班は、被災場所や災害類型に応じて、上記資機材、医療品、食料等の物資等を迅速

に輸送するための拠点を確保する。 

また、高潮や浸水等による沿岸地域の被災等に備え、バックアップのための施設・用地を、内

陸部を中心に確保し、拠点ヤードとして活用する。 

３ 輸送力の確保 

総務部財政班が行う輸送力の確保は、次のように行う。 

（１）あらかじめ緊急通行車両の事前届出により「届出済証」を受けている市保有の車両につい

て、柳井警察署に緊急通行車両の確認申請を行う。 

（２）上記車両についての集中管理及び配車計画簿に基づき配車計画を作成する。 

（３）市保有車両での対応が困難な場合及び特殊な車両については、次の方法により輸送業者等か

ら協力を要請する。 

・乗用車、貨物自動車 

  バス会社及び市内運送業者に協力を求める。 

・特殊自動車 

  市内運送業者、輸送に有効な資機材等（車両、船舶等）を保有する民間団体及び市内業者に

協力を求める。 

（４）さらに不足がある場合には、県に対して要請及びあっせんを依頼する。 

（５）同時に、上記すべての車両について燃料の調達を行う。 

（６）輸送に要する人員は、各活動内容に応じた担当部で確保するものとする。 
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ウ 代替地の選定 

災害の状況により、あらかじめ指定した輸送拠点が確保できない場合は、速やかに代替地を選定

確保する。 

 

２ 緊急道路啓開 

緊急道路啓開とは、災害発生直後における道路上の各種障害物の除去及び道路施設の応急修復を

行うことで、各道路管理者において、対象道路の障害物の除去、道路の損壊等の応急補修を優先的

に行うこととする。 

 

（１）緊急啓開道路の選定基準 

被災状況を確認して、山口県緊急輸送道路ネットワーク計画の対象路線から選定する。ただし、

対象道路の損傷が大きく応急復旧が困難である場合は代替路線を詮索する。 

 

（２）啓開道路の選定 

ア 啓開道路の選定 

市及び県は、国土交通省中国地方整備局等の関係機関と協議の上、それぞれが管理する幹線道路

を中心として、これらを有機的に連携させた緊急啓開道路を選定する。 

 

 イ 災害対策基本法に基づく車両の移動命令等 

各道路管理者は、港湾管理者又は漁港管理者（本節において「道路管理者等」という）は、道路

における車両の通行が停止し、又は著しく停滞し、車両その他の物件が緊急通行車両の通行の妨害

となることにより災害応急対策の実施に著しい支障が生じるおそれがあり、かつ、緊急通行車両の

通行を確保するため緊急の必要があると認めるときは、その区間を指定して、当該区間内にある者

に対して当該区間を周知し、以下の措置をとることができる。 

 

（ア）当該車両その他の物件の所有者等に対し、当該車両等の道路外への移動その他必要な措置を

とることの命令。 

（イ）所有者等が(ア)の命令によっても当該措置をとらないとき又は現場にいないとき等には、道

路管理者自らによる当該措置の実施。この場合、やむを得ない限度において、当該措置に係る車両

その他の物件を破損することができる。 

（ウ）上記の措置をとるため必要な限度において、他人の土地の一部利用又は竹木その他の障害物

の処分。 

（エ）（イ）又は（ウ）の措置をとったときは、通常生ずべき損失の補償。 

 

ウ 国土交通省大臣、県知事からの指示 

国土交通省(中国地方整備局)は、道路管理者である県又は市に対し、県（土木建築部）は、道路

管理者である市に対し、広域的な見地から、必要に応じて、上記イの措置をとることについて指示

をすることができる。 

４ 輸送の実施 

各部の活動において、車両を使用する場合は、輸送記録簿に必要事項を明記し、総務部財政班

に提出する。 

総務部財政班は、配車計画簿により、車両の管理を行う。 

輸送の実施については、各分担業務に属するものは、各担当部が行うこととし、輸送について

明確な定めのないものは、総務部庶務班が担当するものとする。 

５ 臨時ヘリポートの設定 

ヘリコプターによる空輸が必要とされる災害の場合、総務部庶務班は臨時ヘリポート予定地に

おいて臨時ヘリポートの設定を行う。 

〈臨時ヘリポート予定地〉 

６ 物資の集積場所 

 資機材、医療品、食料等の物資等の集積及び輸送拠点を特に指定していない場合は、下記を

集積場所とする。 

 柳井市総合福祉センター 

 要員 農林水産商工対策部商工観光班 

名称 所在地 地積(㎡) 長さ×幅 路面 北緯 東経 

南浜工業用地 南 浜 3 丁 目670-22 900 30×30 土 33°57'32.8" 132°06'41.8" 

南浜グラウンド 南 浜 3 丁 目675-17 20,580 210×98 土 33°57'33.1" 132°06'51.5" 

柳井中学校 柳井 4155 8,624 112×77 土 33°58'28.5" 132°06'15.9" 

柳井小学校 柳井 3680-4 5,225 95×55 土 33°58'16.9" 132°06'28.5" 

小田浜グラウンド 伊保庄 4853-2 14,400 120×120 土 33°57'09.4" 132°07'04.7" 

柳井西中学校 余田 2111 6,300 90×70 土 33°58'35.0" 132°04'35.1" 

平郡島東野積場 平郡 1938-10 7,200 180×40 As 33°46'45.3" 132°15'37.8" 

大畠グラウンド 神代 1676 14,400 160×90 土 33°57'59.9" 132°11'00.9" 

大畠中学校 神代 4273 3,712 64×58 土 33°57'51.5" 132°10'33.2" 

大畠小学校 大畠 764-1 3,500 70×50 土 33°57'40.2" 132°10'01.6" 

伊陸グラウンド 伊陸 12442 6,600 100×66 土 34°01'35.8" 132°07'17.4" 

柳井ウェルネスパーク 新庄 1313-1 3,400 85×40 芝 33°58'56.7" 132°04'59.9" 

柳井医療センター 伊保庄 95 4,500 50×91 芝 33°54'45.88" 132°07'44.0" 

平郡島西野積場 平郡 4698-15 2,304 64×36 As 33°48'6.6" 132°11'58.9" 

清掃センター公園 南 浜 ４ 丁 目675-3 1,225 35×35 Con 33°57'25.76" 132°07'77.7" 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一覧表を資料編

に掲載 
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（３）緊急啓開作業体制 

ア 緊急啓開路線の分担 

啓開作業は、各道路管理者等が行う。 

なお、道路啓開に当たっては、被災地方公共団体、その他の道路管理者等及び関係機関等と連携

を図りつつ計画的に作業を実施する。 

イ 啓開作業 

（ア）所管する道路の被害状況、道路上の障害物の状況を速やかに調査するとともに、他機関から

の情報収集に努め県に報告するとともに、緊急度に応じ啓開作業を実施する。 

（イ）道路の損壊、建物倒壊等による障害物の除去については、警察、消防機関及び占用工作物管

理者等の協力を得て実施する。 

（ウ）特に、避難、救出及び医療救護、緊急物資の輸送に必要な主要路線を重点的に優先して実施

する。 

（エ）道路の確保に当たっては、２車線の確保を原則とするが、止むを得ない場合には、１車線と

し、適当な箇所に車両の離合ができる退避所を設ける。 

（オ）被害の規模、状況によっては、各関係機関と連携し、県に自衛隊の支援を要請するととも

に、受入体制の確保に努める。 

（カ）道路啓開に必要な人員及び資機材を確保するため、建設業協会等関係団体の支援を要請す

る。 

 

（４） 道路啓開に必要な資機材の確保 

各道路管理者は、平素から道路啓開に必要な資機材の備蓄整備を行うとともに、建設業協会等を

通じて使用できる建設機械等必要な資機材確保に努める。 

 

３ 輸送車両等の確保 

市は、災害時における応急対策の実施に当たり、必要な人員、物資、資機材等の輸送を円滑に行う

ため、輸送手段等の確保についての計画を定める。 

（１）輸送手段の確保措置 

ア 輸送手段の確保については、それぞれ応急対策を実施する機関が行うこととするが、災害が激甚

で、これらの機関において輸送力の確保ができないときは、関係機関の応援を求めて実施する。 

 

イ 輸送方法については、車両による輸送、列車による輸送、船舶による輸送、航空機による輸送、

人力による輸送等が考えられるが、被災地の地理的条件、社会的条件、被災状況等を総合的に判断

して最も効率的で適切な方法によることとする。このため市、県及び関係機関は、あらかじめ輸送

力の確保に係る計画について定め、災害時の輸送力の確保を図るものとする。 

 

（ア）車両による輸送 

実施機関が所有する車両による輸送力の確保ができないときは、次の順序で借上等の措置を講じる

ものとする。 

a 公共的団体の車両 

 ※ 不足の場合は災害時ボランティアで対応 
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b 営業所有者の車両 

c その他の自家用車両 

（イ）列車による輸送 

道路の被害により自動車輸送が不可能なとき又は遠隔地において物資、資機材を確保した場合な

どで、列車による輸送が適切であるときは、当該対策の実施機関は、西日本旅客鉄道株式会社及び

日本貨物鉄道株式会社に要請して、列車輸送を行うものとする。 

（ウ）船舶による輸送 

海上輸送を必要と認めるときは、当該対策の実施機関は、適宜次の措置を講じるものとする。 

a 広島海上保安部所属船艇への支援要請 

b 中国運輸局に対する海上輸送措置のあっせん又は調整の要請 

c 漁業協同組合等の公共的団体所有の船舶による輸送の協力要請 

（エ）他の輸送手段が確保できない場合、自衛隊に対し必要な要請を行うものとする。 

a 自衛隊所有車両による輸送支援の要請 

b 海上自衛隊所属艦艇による輸送支援の要請 

c ヘリコプター等航空機による輸送支援の要請 

 

（２）調達 

ア 実施体制 

(ア) 災害輸送は、各対策部が災害の状況に応じ、利用計画に従って所管する車両により行うもの

とする。 

(イ) 市公用車両による輸送力の調整確保措置は、総務部財政班が総括的に担当する。 

 

イ 緊急輸送の確保 

（ア） 財政班の措置 

総務部財政班は、各対策部からの配車要求に迅速に対応できるよう、直ちに公用車両の稼動可能

状況等を把握するとともに、緊急通行車両の確認手続等、必要な措置を行う。 

(イ) 各対策部の配車要求手続 

各対策部は、所管する車両のみでは適切な緊急輸送の実施が困難と判断した場合は、直ちに財政

班に配車要求を行う。 

 

(ウ) 輸送車両の確保 

a 公共的団体等への協力要請 

財政班は、各対策部の配車要求により、公用車両だけでは不足する場合、又は不足が予想される

場合には、直ちに市内の公共的団体の車両、又は状況により輸送機関の営業用車両等を借り上げ

て、必要車両を確保する。 

b 他市町等への応援要請 

市が運用調達する運送車両等に不足が生じた場合又は生じるおそれがあると予想される場合に

は、次の事項を明示して、他の市町又は県にあっせんを依頼するものとする。 

(a)輸送区間及び借上期間 
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(b)輸送人員又は輸送量 

(c)車両等の種類及び必要台数 

(d)集結場所及び日時 

(e)車両用燃料の給油所及び給油予定量 

(f)その他参考となる事項 

 

ウ 燃料の確保 

（ア）災害時における自動車燃料の確保は、総務部財政班が担当する。 

(イ) 必要な燃料は、市内販売業者から調達する。 

 

４ 災害救助法による輸送基準 

（１）輸送の範囲 

救助法による救助実施のための輸送の範囲は、次のとおりである。 

 

ア 被災者を避難させるための輸送 

市長、警察官等避難指示者の指示に基づき、長距離避難等を行う場合の輸送 

イ 医療及び助産のための輸送 

（ア）重症患者で医療救護班では処理できない場合等の病院又は産院への輸送 

（イ）医療救護班が仮設する診療所等への入院又は通院のための輸送 

（ウ）医療救護班の人員輸送 

ウ 被災者の救出のための輸送 

救出された被災者の輸送及び救出のための必要な人員、資材等の輸送 

エ 飲料水供給のための輸送 

飲料水の輸送及び確保のために必要な人員、ろ水器その他の機械器具、資材等の輸送 

オ 救済用物資の輸送 

被災者に支給する被服、寝具、その他の生活必需品、炊き出し用食料、薪炭、学用品、医薬品、

衛生材料及び義援物資等の輸送 

カ 遺体の捜索のための輸送 

（ア） 遺体処理のための医療救護班員等の人員の輸送及び遺体の処置のための衛生材料の輸送 

（イ） 遺体を移動させるための遺体の輸送及びこれに伴う必要な人員の輸送 

キ 輸送の特例 

応急救助のため、輸送として上記１～６以外の措置を必要とするときは、知事は、内閣総理大臣

に対して特別基準の協議を行うものとする。 

 

（２）輸送の期間 

ア 救助法による各救助の実施期間中とする。 

イ 各種目ごとの救助の期間が内閣総理大臣の同意により延長（特別基準）されたときは、その救助

に伴う輸送の期間も自動的に延長させるものとする。 
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（３） 輸送の費用 

ア 輸送業者における輸送又は車両、船舶の借上のための費用は、山口県の地域における慣行料金

（国土交通省認可料金以内）によるものとする。 

イ 輸送実費の範囲は、運送費（運賃）、借上料、燃料費、消耗器材費及び修繕料とする。 

ウ 輸送業者以外の者の所有する車両、船舶の借上に伴う費用（借上料）は、輸送業者に支払う料

金の額以内で、各実施機関が、車両等の所有者と協議して定めるものとする。 

エ 官公署及び公共的団体（農業協同組合、漁業協同組合、森林組合等）の所有する車両、船舶を

借り上げる場合は、原則として使用貸借によるものとし、特に定めがない限り無償とする。（燃料

費、運転者付きの場合の運賃、修繕料の負担程度とする。） 

 

５ 交通規制 

災害時における交通の確保は、避難救出、負傷者の搬送、緊急物資の輸送等救援救護活動を円滑

に実施するためには極めて重要となることから、交通の確保に必要な交通情報の収集・伝達及び交

通規制その他の必要事項について定める。 

 

（１）道路交通規制 

ア 交通規制の内容 

災害発生直後における交通混乱を最小限に止め、被災者の安全な避難と緊急通行車両の通行を確保

することを重点に、次の交通規制を実施する。 

（ア）規制の実施区分 

被災地域の人口集中地域を対象に、第１次交通規制、第２次交通規制の区分を設け、路線の規制を

行うとともに、必要に応じて地域指定して、規制を実施する。 

a 第 1 次交通規制 

災害発生直後における交通混乱を最小限にとどめるため、次の規制を行う。 

(a) 被災地域方向へ向う車両の通行禁止等の交通規制を実施し、流入交通の抑制をする。 

(b) 避難車両の通行路を確保し、被災地域からの流出交通の整理・誘導を実施する。 

(c) 救出、救助、消火、医療救護活動等の緊急通行車両の通行を確保し、交通の整理・誘導を実施

する。 

ｂ 第 2 次交通規制 

(a) 緊急交通路を指定し、緊急通行車両の通行を確保する。 

(b) 一般車両の流入、通過交通の抑制を図る交通規制を実施する。 

(c)被災地域住民の生活道路の確保のための交通規制を実施する。 

 

（イ）規制の実施種別 

実 施 者 規制種別 規 制 理 由 等 規制対象 根拠法令 

公安委員会 
通行の禁止 

又は制限 

県内又は隣接県、近接県に災害が発生し、又は

発生しようとする場合において、災害応急対策を

的確かつ円滑に行うため緊急の必要があるとき。 

緊急通行

車両以外

の車両 

災対法 

第 76条 

第１項 
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同  上 同 上 

県内の道路に、災害による道路の損壊等危険な

状態が発生した場合において、その危険を防止

し、その他交通の安全と円滑を図るため必要があ

ると認めるとき。 

歩行者 

車両等 

道路交通

法第４条 

第１項 

警察署長 同 上 

上記の場合において、他の警察署の所管区域に

及ばないもので、期間が１か月未満のものについ

て実施するとき。 

同 上 

道路交通

法第５条 

第１項 

警 察 官 同 上 
災害発生時等において交通の危険を防止するた

め、緊急措置として、必要があると認めたとき。 
同 上 

道路交通

法 第６

条 

第４項 

道路管理者 同 上 
道路の破損、決壊その他の事由により、交通が

危険であると認めるとき。 
同 上 

道路法 

第 46 条 

第１項 

 

イ 交通規制の実施要領 

（ア） 第 1 次交通規制 

災害発生と同時に次の要領で規制措置を実施する。 

a 被災地域への流入交通の抑止 

(a) 被災地域における救援、救護活動を円滑に実施するため、被災地域に向かう車両に対して、被

災地域外の交通要所において緊急通行車両以外の車両の流入抑止の規制広報を実施する。 

(b) 迂回措置の可能な地点において、警察官等により、被災地に向かう緊急通行車両以外の車両通

行禁止措置を行うとともに、一般通行車両の迂回誘導を実施する。 

b 避難車両の流出誘導の実施 

(a) 被災地域内にある道路のうちから避難交通路を確保し、交通の要所において、避難車両の流出

誘導を実施する。 

(b) 被災地域内にある一般車両もできるだけ迅速に被災地から離れるよう整理、誘導する。 

 

(イ) 第 2 次交通規制 

a 緊急交通路の指定 

緊急通行車両の円滑な通行を確保するため、次により規制を実施する。 

(a) 緊急交通路の指定に併せて、通行妨害となっている物件を除去する。 

(b) 迂回措置の可能地点において、被災地に向かう緊急通行車両以外の車両の通行禁止規制及び一

般車両の迂回についての広報を実施する。 

(c) 規制起点については、検問を実施し、一般車と緊急通行車両を区分けし、一般車については、

他の路線に迂回誘導する。 

 

b その他の交通規制の実施 
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(a) 道路交通法上の規制を有効に活用して、一般車両の被災地域への流入抑止を図るとともに、路

線を指定して、被災地域への出入り交通路を確保する。 

(b) 被災地域内の生活道路の確保を図る。 

 

（ウ）警察官等の規制実施体制及び規制資機材の活用 

a 警察官等の規制実施体制及び隣接県、近隣県等を含めた広域的な交通規制の必要がある場合、県

公安委員会は、これらの県の公安委員会に対して交通規制及び広報について要請する等、相互の連

携を取りながら実施する。これらについては、別に定める。 

ｂ 交通規制に当たっては、道路交通法第 4 条第 5 項に基づく道路標識、区画線及び道路標示に

関する命令に定める標識、災対法第 76 条第 1 項の規定に基づく、同法施行規則第 5 条第 1 項に

定める標識及びロープ、防護柵等の装備資機材を有効に活用して実施する。 

c 道路交通機能を確保するため、警察官等による交通整理、誘導を行うほか、信号機の早期機能回

復を講じる。 

 

ウ 交通規制用資機材及び道路交通機能確保用資機材の整備 

交通規制措置に必要な所要の資機材等の整備を計画的に行う。 

 

エ 被災現場措置 

（ア） 現場措置 

災対法に基づいて、警察官、自衛官、消防吏員、道路管理者は、通行の禁止又は制限に係る区域

又は区間において、次の措置を行うことができる。 

 

区 分 項 目 内 容 根拠条文 

警察官 応急対策の障害と

なる車両及び物件

の移動等の措置命

令 

車両その他の物件が、緊急通行車両の通行の

妨害となることにより、災害応急対策に著しい

支障が生じるおそれがあると認めるときは、そ

の管理者等に対し、道路外への移動等の必要な

措置をとることを命じることができる。 

災対法 

第 76条の 3 

第 1項 

命令措置をとらな 

いとき又は命令の 

相手方が現場にい 

ない場合の措置 

上記措置を命ぜられた者が措置をとらないと

き又は命令の相手方が現場にいないときは、自

らその措置を行うことができる。 

災対法 

第 76条の 3 

第 2項 

移動措置に係る車

両その他の物件の

破損行為 

上記措置をとるため止むを得ない限度におい

て、車両その他の物件を破損することができ

る。この場合通常生ずべき損失の補償を行うこ

とになる。 

災対法 

第 76条の 3 

第 2項 

自 衛 官 

消防吏員 

警察官がその現場

にいない場合の措

置 

それぞれの緊急通行車両の通行を確保するた

め、上記警察官の権限を行使することができ

る。 

災対法 

第 76条の 3 

第 3項、 
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第 4 項 

命令、措置を行っ

た場合の管轄警察

署長への通知 

ア 命令に係る通知命令を実施した場所を管轄す

る警察署長に直 接又は管轄する県警察本部交通

部交通規制課を経由して行うものとする。 

イ 措置に係る通知措置をとった都度、措置を行

った場所を管轄する警察署長に直接又は管轄す

る県警察本部交通部交通規制課を経由して行う

ものとする。 

 ａ 措置を行った場合、措置に係る物件の占有

者、所有者又は管理者の住所又は氏名を知る こ

とができないときは、その理由及び措置に係る

物件の詳細な状況を通知書に記載するものとす

る。 

ｂ 破損行為を行った場合は、原則として破損前

後の写真を撮影するとともに、損害見積りを添

付の上、通知の際送付するものとする。 

災対法 

第 76条の 3 

第 6項 

道路管理者 応急対策の障害と

なる車両及び 物

件の移動等の措置

命令 

道路における車両の通行が停止等により、緊

急通行車両の通行の妨害となることにより、災

害応急対策に著しい支障が生じるおそれがあ

り、緊急通行車両の通行を確保するため緊急の

必要があると認めるときは、管理する道路につ

いて区間を指定し、車両その他の物件の占有者

等に対し、道路外への移動等の必要な措置をと

ることを命じ ることができる。 道路管理者

は、区間の指定をしたときは、道路の区間内に

あるものについて、区間を周知する。 

災対法 

第 76条の 6 

第 1項 

第 2項 

命令措置をとらな

いとき又は命令の

相手方が現場にい

ない場合の措置 

上記措置を命ぜられた者が措置をとらないと

き又は命令の相手方が現場にいないときは、自

らその措置を行うことができる。 

災対法 

第 76条の 6 

第 3項 

移動措置に係る車

両その他の物件の

破損行為 

上記措置をとるため止むを得ない限度におい

て、車両その他の物件を破損することができ

る。この場合通常生ずべき損失の補償を行うこ

とになる。 

災対法 

第 76 条の 6 

第 3項 
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（イ） 

項 目 内 容 根拠条文 

移動措置の義務 通行禁止等が行われたときは、速やかに、車両を指定区

域の道路外に、また、指定道路の区域外に移動しなければ

ならない。 

災対法 

第 76条の 2 

第 1項、第 2項 

移動困難な場合 

の退避義務 

移動困難な場合は、できる限り道路左側に沿う等、緊急

通行車両の通行の妨害とならないような方法で駐車しなけ

ればならない。 

災対法 

第 76条の 2 

第 1項、第 2項 

移動等の命令に 

対する受忍義務 

警察官の移動又は駐車命令に従わなければならない。 災対法 

第 76条の 2 

第 4項 

 

（２）緊急通行車両の確認 

災害発生時において県公安委員会が、緊急通行車両以外の車両の通行の禁止又は制限等の交通規

制を行った場合において、災害応急対策に従事する緊急通行車両であることの確認が必要となるこ

とから、この確認について次により行う。 

 

ア 確認実施機関 

市が保有し、応急対策活動に使用する車両及び応急対策活動に必要として調達した車両について

は、総務部防災班が県公安委員会に申請し、証明書の交付を受ける。 

イ 確認対象車両 

災害発生後の被災地の状況等に応じて、応急復旧のための人員及び資機材輸送に必要な車両につ

いて、緊急度、重要度等を考慮し実施するものとする。 

緊急通行車両により輸送する対象は、被災状況及び災害応急対策の進捗状況に応じておおむね以下

のとおりとするが、輸送活動に当たっては、①人命の安全②被害の拡大防止③災害応急対策の円滑

な実施に配慮して行う。 

（ア）第 1 段階 

a 救助・救急活動、医療活動の従事者、医薬品、透析用水等人命救助に要する人員、物資 

b 消防・水防活動等災害の拡大防止のための人員、物資 

c 政府災害対策要員、地方公共団体災害対策要員、情報通信、電力、ガス、水道施設保安要員等初

動の応急対策に必要な要員・物資等 

d 後方医療機関へ搬送する負傷者等 

e 緊急輸送に必要な輸送施設、輸送拠点の応急復旧、交通規制等に必要な人員及び物資 

f 災害応急対策用車両 

（イ）第 2 段階 

a 上記（ア）の続行 

b 食料、水等生命の維持に必要な物資 

c 傷病者及び被災者の被災地以外への輸送 

d 輸送施設の応急復旧等に必要な人員及び物資 
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e 応急復旧対策用車両 

(ウ) 第 3 段階 

a 上記（イ）の続行 

b 災害復旧に必要な人員及び物資 

c 生活必需品 

ウ 緊急通行車両確認証明書等の交付 

緊急通行車両確認証明書の発行は公安委員会（警察本部及び警察署）又は県（物品管理班）にお

いて行い、緊急通行車両の標章及び証明書を交付する。 

 

６ 臨時ヘリポート設定計画 

大規模災害が発生した場合、救急患者の移送、緊急物資の輸送等にヘリコプターの活用が見込ま

れる。このため、災害時のヘリコプターの離発着場（臨時ヘリポート）の設定について、必要な事

項を定める。 

（１）臨時ヘリポートの設定 

ア 臨時ヘリポートの確保 

市は、災害時の対応に備え、地域内に 1 箇所以上の臨時ヘリポート予定地を確保する。 

 

イ 臨時ヘリポートの選定 

（ア）消防防災ヘリコプターの臨時ヘリポート予定地については、市長が県（防災危機管理課）と

協議し、定める。 

（イ）自衛隊のヘリコプターの臨時ヘリポート予定地については、市長が県経由（防災危機管理

課）により、陸上自衛隊第 17 普通科連隊（第 13 飛行隊）と協議し、現地調査の上、定める。 

 

ウ 臨時ヘリポートの選定条件 臨時ヘリポートの選定条件としては、おおむね次の要件を満たすも

のであること。 

 

具体的事項 備     考 

１ 着陸帯は、平坦な場所で転圧

されていること。 

コンクリート又はアスファルトで舗装されている

ことが望ましいが、堅固な場所であれば土又は芝地

でも着陸可能である。 

２ 着陸帯の地表面には、小石、

砂又はかれ草等の異物が存在しな

いこと。 

風圧による巻き上げ防止、あるいはエンジン等に

異物が混入するのを防ぐため、着陸帯の清掃、接地

面が土の場合は散水等をしておく。 

３ 着陸帯の周囲に高い建造物、

密生した樹木及び高圧線等がない

こと。 

 

４ ヘリコプターの進入路及び離

脱が容易に実施できる場所である

こと。 

進入離脱の最低条件 

・消防防災ヘリコプターについては、着陸地点中心

から半径約 35ｍ以内は平坦で、障害物がないこと。 
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・自衛隊のヘリコプターについては、着陸地点中心

から半径約 50ｍ以内は平坦で、障害物がないこと。 

・着陸地点中心から半径約 100ｍ以内は高さ 12ｍ以

上の障害物がないこと。 

・着陸地点中心から半径約 150ｍ以内は高さ 20ｍ以

上の障害物がないこと。 

５ 天候による影響の少ない場所

であること。 

山岳地に設定する場合は、できるだけ乱気流

（風）の影響が少なく、雲等に覆われない場所を選

定する必要がある。 

 

資料編 ・臨時ヘリポート予定地 

（２）臨時へリポート設置作業 

ア ヘリポートの表示 

ヘリコプターによる救援を要請した者は、ヘリコプターの着陸地点に次の標識を掲げるものとす

る。 

（ア） ヘリポートの標識 
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P143 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）標示方法 

表示場所の区分 具 体 的 事 項 

地面の堅い所 

石灰（その他白い粉末）等で、規定どおり標識図を表示する。  

(注) ヘリコプターが着陸する場合､風圧が強いので､吹き飛ばされ易い

もの(布類等)は使用しない。 

積雪のある所 

周囲が雪の場合は、色彩ペイント等を使って標識図を表示する。 

(注) 原則として雪の積もっている所への着陸は困難である。このた

め、ヘリコプターが着陸するのに必要な最低面積(35ｍ×35ｍ)の雪を取

り除き 周囲を踏み固める｡(自衛隊のヘリコプターの場合は、50ｍ×50

ｍ) 

風向認識の表示 

ポール等に紅白（紅白がない場合は識別し易い色）の吹流しを掲揚す

る。 

(注) ポール等（3ｍ以上）の位置は、ヘリポートの地点に建てる。この

場合､離発着の障害とならない地点を選定する｡ 

 

（３）臨時ヘリポートの整備 

市は、災害時のヘリコプターの活用に対応できるよう、臨時ヘリポートの確保整備に努めるもの

とする。 

７ 大規模災害発生時における支援物資物流体制 

大規模災害が発生した場合、県による広域集積拠点の開設にあわせて、市は緊急物資等の受入、

一時保管のため県に準じて定めた拠点を開設し、県災害対策本部に報告する。その場合、必要に応

じて、県トラック協会等に連絡し、物流専門家等の派遣要請を行う。 

なお、広域輸送拠点から市の輸送拠点までの搬送は、市の要請に基づいて県が行うが、市内各避難

所への搬送は、原則として市が行う。ただし、市において輸送手段の確保ができない場合は、県災

害対策本部に各避難所への輸送手段確保の要請を行う。 

 また、要請により本市の避難所等へ支援物資が搬送される場合は、迅速、確実に搬送するため、

消防団等の協力を得て、搬送車両の案内を行うものとする。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 大規模災害発生時における支援物資物流体制 

大規模災害が発生した場合、県による広域集積拠点の開設にあわせて、市は緊急物資等の受入、一

時保管のため県に準じて定めた拠点を開設し、県災害対策本部に報告する。その場合、必要に応じ

て、県トラック協会等に連絡し、物流専門家等の派遣要請を行う。 

 なお、広域輸送拠点から市の集積拠点までの搬送は、市の要請に基づいて県が行うが、市内各避

難所への搬送は、原則として市が行う。ただし、市において輸送手段の確保ができない場合は、県

災害対策本部に各避難所への輸送手段確保の要請を行う。 

また、要請により本市の避難所等へ支援物資が搬送される場合は、迅速、確実に搬送するため、

消防団等の協力を得て、搬送車両の案内を行うものとする。 

  

８ 緊急輸送道路路線一覧 

道路種別 路線名 管理者 機能区分 経過地 

一般国道 

(指定区間) 
188号 

国土 

交通省 
1次 

岩国市山手町(今津 6 号線)～柳井市

瀬戸(R437)～柳井市南町(柳井上関

線)～平生町平生(光上関線) 

一般国道 

(指定区間外) 
437号 県 2次 

周防大島町(伊保田港)～柳井市瀬戸

(R188)～岩国市玖珂町野口下(柳井

玖珂線) 

主要地方道 
柳井周東線

(7) 
県 1次 

柳井市柳井(柳井玖珂線)～柳井市柳

井(柳井玖珂線) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

一覧表を資料編

に掲載 
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P160 

 

 

 

 

 

 

 

P161 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 14 節 緊急給水体制の確立 

 

第 15 節 緊急食料供給体制の確立 

 

第 16 節 緊急生活物資供給体制の確立 

 

第 17 節 防災基幹施設における電力、通信の応急復旧 

 

第３ 救援期における災害応急対策活動 

第４節 避難所の運営 

１ 避難所の運営 

（１）避難所の運営担当者 

（略） 

なお、備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、子供、食物アレルギーに配慮するものとす

る。 

新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、防災担当部局と保健福祉担当部局が連携

して、必要な措置を講じるよう努めるものとする。 

 

（２）避難所運営の職務内容 

ウ 避難所生活のルールづくり 

避難者が共同生活を送るために、共通に守るべき生活のルールを定める。ルールの策定に当たっ

ては、避難所運営の従事者や避難者の代表者によって行い、女性や子育てのニーズを踏まえた避難

所運営など、要配慮者や女性の視点等に配慮しながら、食事、消灯などの生活時間、施設の使い

方、施設利用上の注意など必要な事項を定め、避難者全員に周知する。 

主要地方道 
光 柳 井 線

(22) 
県 1次 

田布施町波野(下松田布施線)～柳井

市南町(R188) 

主要地方道 
柳井玖珂線

(70) 
県 1次 

柳井市古開作(光柳井線)～柳井市柳

井(柳井周東線) 

柳井市柳井(柳井周東線)～玖珂町野

口下(R437) 

主要地方道 
柳井上関線

(72) 
県 2次 

柳井市南浜(R188)～上関町室津(光

上関線) 

一級市道 古開作線 市 1次 
柳井市南町 1 丁目(光柳井線)～柳井

南町 1丁目(柳井市役所) 

その他市道 
みずほ境開

線 
市 2次 

柳井市古開作(光柳井線)～柳井市古

開作(中国電力ネットワーク㈱柳井

ネットワークセンター) 

「資料編：山口県緊急輸送道路ネットワーク図」を参照。 

 

第 15節 緊急給水体制の確立 

 

第 16節 緊急食料供給体制の確立 

 

第 17節 緊急生活物資供給体制の確立 

 

第 18節 防災基幹施設における電力、通信の応急復旧 

 

第３ 救援期における災害応急対策活動 

第４節 避難所の運営 

１ 避難所の運営 

（１）避難所の運営担当者 

（略） 

なお、備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、子供に配慮するものとする。 

新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、防災担当部局と保健福祉担当部局が連携し

て、必要な措置を講じるよう努めるものとする。 

 

 

（２）避難所運営の職務内容 

ウ 避難所生活のルールづくり 

避難者が共同生活を送るために、共通に守るべき生活のルールを定める。ルールの策定に当たって

は、避難所運営の従事者や避難者の代表者によって行い、女性や子育てのニーズを踏まえた避難所

運営など、要配慮者や女性の視点等に配慮しながら、食事、消灯などの生活時間、施設の使い方、

施設利用上の注意など必要な事項を定め、避難者全員に周知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央防災会議防

災基本計画の修

正 
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P163 

 

 

 

 

 

P164 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P174 

 

 

 

 

 

 

 

P182 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難所においては、食物アレルギーを有する者のニーズの把握やアセスメントの実施、食物アレ

ルギーに配慮した食料の確保等に努めるものとする。 

 

第５節 ボランティアとの連携 

２ ボランティアとの連携 

（２）ボランティアの活動体制整備 

市は、本部設置後、災害の状況により必要と認めるときは、速やかに柳井市社会福祉協議会に災

害ボランティアセンターの開設を要請し、柳井市総合福祉センターに災害ボランティアセンターの

設置を行う。なお、当該施設が災害による損傷や二次災害のおそれが大きい等により使用に適さな

い場合は、柳井市社会福祉協議会と協議を行い市本部が決定する。 

 

イ ボランティアセンター運営スタッフの確保 

（ボランティアセンター運営スタッフとは、ボランティアの活動事項と被災住民が必要としてい

る活動事項を円滑に結び、適切な派遣を行うこと並びにボランティアに対する相談を行う等の総合

調整役である。） 

（３）ボランティア需要の把握 

オ ボランティアセンター運営スタッフは、場合により避難所等で直接住民から情報収集を行う。 

 

第９節 住宅の応急診断、修理、応急仮設住宅等の供与 

３ 住宅の応急修理 

（４）応急修理の実施方法及び期間 

イ 期間 

災害発生の日から、３か月（災害対策基本法第２４条の３第 1項に規定する特定災害対策本部、同

法第２４条第１項に規定する非常災害対策本部又は同法第２８条の２第 1項に規定する緊急災害対

策本部が設置された災害にあっては、６月以内）以内に完成させるものとする。期間内に修理を完

了できない特殊事情があるときは、知事（厚政課）は内閣総理大臣に特別基準（期間延長）の協議

を行う 

 

第 11 節 農水産業対策 

２ 水産業対策 

災害によって漁業施設等に被害が生じた場合、又は被害発生のおそれがある場合、市内各漁業協

同組合に連絡し、災害未然防止並びに応急対策に万全を期す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 ボランティアとの連携 

２ ボランティアとの連携 

（２）ボランティアの活動体制整備 

市は、ボランティアの受入れのために、災害ボランティアセンターの設置を行う。設置場所は、

柳井市総合福祉センターとする。 

 

 

 

イ ボランティアコーディネーターの確保 

（ボランティアコーディネーターとは、ボランティアの活動事項と被災住民が必要としている活

動事項を円滑に結び、適切な派遣を行うこと並びにボランティアに対する相談を行う等の総合調整

役である。） 

（３）ボランティア需要の把握 

オ ボランティアコーディネーターは、場合により避難所等で直接住民から情報収集を行う。 

 

第９節 住宅の応急診断、修理、応急仮設住宅等の供与 

３ 住宅の応急修理 

（４）応急修理の実施方法及び期間 

イ 期間 

原則として災害の日から、１か月以内に完了する。1か月以内に修理を完了できない特殊事情がある

ときは、知事は内閣総理大臣に特別基準（期間延長）の協議を行う。 

 

 

 

 

第 11節 農水産業対策 

２ 水産業対策 

災害によって漁業施設等に被害が生じた場合、又は被害発生のおそれがある場合、市内各漁業協

同組合に連絡し、災害未然防止並びに応急対策に万全を期す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容の適正化 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

表現の適正化 

 

 

 

 

 

内閣府告示の改

正に伴う修正 
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P193 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈連絡系統図〉 

 

第３章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第２節 災害対策本部等の設置等 

１ 災害対策本部等の設置 

【震災対策編 第２部 第２章 第１ 第１節】に定めるところにより行うものとする。 

 

 

 

 

２ 災害対策本部等の組織及び運営 

【震災対策編 第２部 第２章 第１ 第１節】に定めるところにより行うものとする。 

 

 

 

３ 災害応急対策要員の参集 

【震災対策編 第２部 第２章 第１ 第２節】に定めるところにより行うものとする。 

 

 

〈連絡系統図〉 

 

第３章 南海トラフ地震防災対策推進計画 

第２節 災害対策本部等の設置等 

１ 災害対策本部等の設置 

市長は、南海トラフ地震又は当該地震と判定されうる規模の地震（以下「地震」という。）が発生し

たと判断したときは、災害対策基本法に基づき、ただちに柳井市災害対策本部を設置し、的確かつ

円滑にこれを運営するものとする。 

 【震災対策編 第２部 第２章 第１ 第１節を準用する】 

 

２ 災害対策本部等の組織及び運営 

災害対策本部等の組織及び運営は、災害対策基本法、柳井市災害対策本部設置条例に定めるところ

によるものとする。 

 【震災対策編 第２部 第２章 第１ 第１節を準用する】 

 

３ 災害応急対策要員の参集 

（１）市長は、通常の交通機関の利用ができない事情等の発生の可能性を勘案し、配備体制及び参

集場所等の職員の参集計画を別に定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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P196 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P214 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P215 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 南海トラフ地震の概要 

２ 地震発生確率 

国の地震調査研究推進本部（文部科学省に設置）地震調査委員会では、今後の地震発生確率を次

のとおり評価している。 

領域名 
長期評価で予想 
した地震規模 

(マグニチュード) 

地震発生確率 

１０年以内 ３０年以内 ５０年以内 

南海トラフ ８～９クラス 30％程度 70％～80％ 
90％程度もしく

はそれ以上 

  ※２０２３年１月１日時点の評価 

 

第４章 柳井市水防計画 

第４節 予報及び警報 

２ 水位周知河川における水位到達情報 

（１）種類及び発表基準 

  知事は、水位が氾濫危険水位に達したときは、避難のための立退きの指示の判断に資するため、

その旨を当該河川の水位又は流量を示して水防管理者（市長）に通知する。 

① 柳井川水系柳井川 令和 2年 6月 9日指定 

  左岸：石井ダムから河口まで 

  右岸：石井ダムから河口まで 

② 土穂石川水系土穂石川 令和 2年 6月 9日指定 

  左岸：柳井市余田字南砂崎 3533番地 1地先から河口まで 

  右岸：柳井市余田字南砂崎 3526番地先から河口まで 

③ 田布施川水系灸川 令和 2年 7月 31日指定 

  左岸：熊毛郡田布施町大字大波町字国兼 1569番地先から田布施川合流点まで 

  右岸：熊毛郡田布施町大字大波町字国兼 1567番地先から田布施川合流点まで 

④ 田布施川水系田布施川 令和 2年 7月 31日指定 

  左岸：熊毛郡田布施町大字宿井字原 2250番地１地先から河口まで 

右岸：熊毛郡田布施町大字宿井字下石田 2252番地先から河口まで 

 

５ 水防警報 

（１）洪水・高潮時に関わる水防警報の種類等（知事が発するもの） 

  ア 河川に関するもの 

 

（２）職員は、地震発生後の情報等の収集に積極的に努め、参集に備えるとともに、発災の程度を

勘案し、動員命令を待つことなく、自己の判断により定められた場所に参集するよう努めるものと

する。 

 【震災対策編 第２部 第２章 第１ 第２節を準用する】 

 

第３節 南海トラフ地震の概要 

２ 地震発生確率 

国の地震調査研究推進本部（文部科学省に設置）地震調査委員会では、今後の地震発生確率を次

のとおり評価している。 

領域名 
長期評価で予想 
した地震規模 

(マグニチュード) 

地震発生確率 

１０年以内 ３０年以内 ５０年以内 

南海トラフ ８～９クラス 30％程度 70％～80％ 
90％程度もしく

はそれ以上 

  ※２０２１年１月１日時点の評価 

 

第４章 柳井市水防計画 

第４節 予報及び警報 

２ 水位周知河川における水位到達情報 

（１）種類及び発表基準 

知事は、水位が氾濫危険水位に達したときは、避難のための立退きの指示の判断に資するため、そ

の旨を当該河川の水位又は流量を示して水防管理者（市長）に通知する。 

① 柳井川水系柳井川 令和 2年 6月 9日指定 

  左岸：柳井市柳井字五斗蒔安養院橋から海まで 

  右岸：柳井市柳井字五斗蒔安養院橋から海まで 

② 土穂石川水系土穂石川 令和 2年 6月 9日指定 

  左岸：柳井市余田字南砂崎 3533番地 1地先から海まで 

  右岸：柳井市余田字南砂崎 3526番地先から海まで 

③ 田布施川水系灸川 令和 2年 7月 31日指定 

  左岸：熊毛郡田布施町大字大波町字国兼 1569番地 3地先から田布施川合流点まで 

  右岸：熊毛郡田布施町大字大波町字国兼 1567番地 9地先から田布施川合流点まで 

④ 田布施川水系田布施川 令和 2年 7月 31日指定 

  左岸：熊毛郡大和町大字塩田字上十里第 1994番地 1地先から海まで 

右岸：熊毛郡大和町大字相帰第 1565番地 1地先から海まで 

 

５ 水防警報 

（１）洪水・高潮時に関わる水防警報の種類等（知事が発するもの） 

  ア 河川に関するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 

 

内容の適正化 
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 修 正 案 現  行 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 内容 発表時期 

待機 （略） （略） 

準備 １ 水防資器材の点検、整備 

２ 陸閘の操作 

３ 逆流防止水門、ため池等の

水門の開閉準備 

４ 河川、その他危険区域の監

視 

５ 水防要員の配備計画等のた

めの水防準備を通知するも

の 

（略） 

出動 （略） （略） 

指示 （略） （略） 

解除 （略） （略） 

② 河川名等 

河川名 水防警報担当者 管理団体名 延長 m 区域 

土穂石川 
柳井土木建築事

務所長 
柳井市 5,700 

二級河川上流端～河

口まで 

柳井川 
柳井土木建築事

務所長 
柳井市 5,800 石井ダム～河口まで 

灸川 
柳井土木建築事

務所長 

柳井市/田布施町

/平生町 
5,300 

二級河川上流端～田

布施川合流点まで 

田布施川 
柳井土木建築事

務所長 

柳井市/田布施町

/平生町 
7,800 光市境～河口まで 

イ 海岸に関するもの 

海岸名 水防警報担当者 管理団体名 延長 m 

山口南沿岸柳井市地先海岸 柳井土木建築事務所長 柳井市 67,977 
 

種類 内容 発表時期 

待機 （略） （略） 

準備 １ 水防資器材の点検 

２ 陸閘の操作 

３ 逆流防止水門、ため池等の

水門の開閉準備 

４ 河川、その他危険区域の監

視 

５ 水防要員の配備計画等のた

めの水防準備を通知するも

の 

（略） 

出動 （略） （略） 

指示 （略） （略） 

解除 （略） （略） 

② 河川名等 

河川名 水防警報担当者 管理団体名 延長 m 区域 

土穂石川 
柳井土木建築事

務所長 
柳井市 5,700 

二級河川上流端～海

まで 

柳井川 
柳井土木建築事

務所長 
柳井市 5,800 安養院橋～海まで 

灸川 
柳井土木建築事

務所長 

柳井市/田布施町

/平生町 
5,300 

二級河川上流端～田

布施川合流点まで 

田布施川 
柳井土木建築事

務所長 

柳井市/田布施町

/平生町 
15,080 

二級河川上流端～海

まで 

イ 海岸に関するもの 

海岸名 水防警報担当者 管理団体名 延長 m 

山口南沿岸柳井市地先沿岸 柳井土木建築事務所長 柳井市 67,484 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


